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内閣府・文部科学省・厚生労働省による 
「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所の 
経営状況等に関する調査」へのご協力のお願い 

 
 平成 28 年 8 月 30 日より順次、標記調査に係る調査票（別添参考）が全国の保育所・認

定こども園等に向けて発送されています。 

 

本調査は、国における今後の施策の検討のための基礎的なデータとして活用することを

目的としており、内閣府・文部科学省・厚生労働省の一府二省から、多くの調査対象が存

すると想定される全国保育協議会に、別紙の通り周知・協力願いがあったものです（調査

事業実施者は「みずほ情報総研株式会社」）。 

 

調査票の発送対象は、「事業類型」・「地域区分」及び「定員規模」を踏まえて抽出されて

おり、多岐にわたる属性ごとのデータの有用性を高めるためにも、多くのサンプルが必要

とされています。 

 

 調査票の送達があった会員におかれましては、積極的なご回答・ご協力賜りますよう、

ご配意の程宜しくお願い申しあげます。 

 

○調査票（全 4 種 ※いずれか 1 点が対象施設に送付されています） 

 ・平成 28年度幼稚園・保育所・認定こども園等の実態調査＜保育所調査票＞ 

 ・平成 28年度幼稚園・保育所・認定こども園等における処遇改善の状況に関する調査＜

保育所調査票＞ 

・平成 28年度幼稚園・保育所・認定こども園等の実態調査＜地域型保育事業調査票＞ 

・平成 28年度幼稚園・保育所・認定こども園等における処遇改善の状況に関する調査＜

地域型保育事業調査票＞ 
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